
株式会社 日本レジストリサービス

（単位：円）

資産の部

Ⅰ 流動資産

1 現金及び預金 1,882,994,536

2 売掛金 561,759,949

3 貯蔵品 4,161,884

4 前渡金 201,251,922

5 前払費用 116,490,430

6 未収収益 4,994,379

7 未収入金 2,753,985

8 その他の流動資産 1,818,300

貸倒引当金 △ 690,969

流動資産合計 2,775,534,416

Ⅱ 固定資産

Ａ ドメイン名関連事業固定資産

(1) 有形固定資産

1 建物 260,309,727

減価償却累計額 △ 128,787,335 131,522,392

2 工具、器具及び備品 135,603,623

減価償却累計額 △ 106,825,052 28,778,571

3 リース資産 437,107,736

減価償却累計額 △ 218,640,914 218,466,822

有形固定資産合計 378,767,785

(2) 無形固定資産

1 商標権 320,500

2 ソフトウェア 169,323,775

3 その他の無形固定資産 26,531,635

無形固定資産合計 196,175,910

ドメイン名関連事業固定資産合計 574,943,695

Ｂ 投資その他の資産

1 投資有価証券 1,569,421,527

2 関係会社株式 10,000,000

3 破産更生債権等 7,703

4 長期前払費用 35,553,385

5 繰延税金資産 52,157,000

6 長期性預金 3,600,000,000

7 差入保証金 190,509,713

8 その他の投資及びその他の資産 12,094,601

貸倒引当金 △ 7,700

投資その他の資産合計 5,469,736,229

固定資産合計 6,044,679,924

資産合計 8,820,214,340

貸 借 対 照 表

2025年12月31日現在
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負債の部

Ⅰ 流動負債

1 リース債務 98,202,215

2 未払金 392,239,488

3 未払費用 33,488,162

4 未払法人税等 204,130,300

5 前受金 176,224,790

6 預り金 58,157,089

7 賞与引当金 62,820,000

8 役員賞与引当金 13,200,000

9 その他の流動負債 102,529

流動負債合計 1,038,564,573

Ⅱ 固定負債

1 リース債務 147,079,654

2 資産除去債務 70,907,487

固定負債合計 217,987,141

負債合計 1,256,551,714

純資産の部

Ⅰ 株主資本

1 資本金 344,140,000

2 資本剰余金

(a) 資本準備金 164,140,000

(b) その他資本剰余金 28,480,000

資本剰余金合計 192,620,000

3 利益剰余金

(a) その他利益剰余金

別途積立金 4,300,000,000

繰越利益剰余金 2,765,182,626

利益剰余金合計 7,065,182,626

4 自己株式 △ 38,280,000

株主資本合計 7,563,662,626

純資産合計 7,563,662,626

負債・純資産合計 8,820,214,340
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損 益 計 算 書
株式会社 日本レジストリサービス

2025年11月11日から

2025年12月31日まで

（単位：円）

Ⅰ ドメイン名関連事業営業損益

(1) 売上高 5,304,137,935

(2) 売上原価 2,412,279,441

売上総利益 2,891,858,494

(3) 販売費及び一般管理費 1,841,104,733

ドメイン名関連事業営業利益 1,050,753,761

営業利益 1,050,753,761

Ⅱ 営業外収益

1 受取利息 7,800,332

2 有価証券利息 9,060,137

3 為替差益 644,801

4 補助金収入 22,401,852

5 雑収入 131,677 40,038,799

Ⅲ 営業外費用

1 支払利息 4,796,521 4,796,521

経常利益 1,085,996,039

Ⅳ 特別損失

1 固定資産除却損 4,345,213 4,345,213

税引前当期純利益 1,081,650,826

法人税、住民税及び事業税 341,913,225

法人税等調整額 223,000

当期純利益 739,514,601
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個 別 注 記 表

株式会社 日本レジストリサービス 

2025 年 1 月 1 日から 

2025 年 12 月 31 日まで 

＜ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 ＞ 

１． 資産の評価基準及び評価方法 

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的の債券

定額法による償却原価法によっております。

② 関係会社株式

移動平均法による原価法によっております。

（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

個別法による原価法によっております。 

２． 固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、建物（建物附属設備は除く）並びに 2016 年４月１日以降に取得した建物附属設備

については、定額法によっております。

（２） 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。

（３） リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

３． 引当金の計上基準 

（１） 貸倒引当金

債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

（２） 賞与引当金

従業員に対し支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度に負担

すべき額を計上しております。

（３） 役員賞与引当金

役員に対し支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度に負担す

べき額を計上しております。
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４． 収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及

び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであ

ります。 

当社は、ドメイン名の登録管理・取り次ぎを中心とするドメイン名サービスを提供しております。 

ドメイン名サービスは、主に顧客からの求めに応じてドメイン名情報のデータベースへの新

規登録又は更新処理等を行っており、新規登録又は更新処理等が完了した時点で履行義

務が充足されると判断していることから、当該時点で収益を認識しております。 

＜ 貸借対照表に関する注記 ＞ 

取締役、監査役に対する金銭債権及び金銭債務額 

金銭債務                1,509,750円 

＜ 損益計算書に関する注記 ＞ 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

売上高 3,035,410円 

販売費及び一般管理費 4,197,682円 

＜ 税効果会計に関する注記 ＞ 

繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、未払事業税等であり、繰延税金負債の発生

の主な原因は、資産除去債務に対応する除去費用であります。 

＜ リースにより使用する固定資産に関する注記 ＞ 

全てドメイン名関連事業固定資産であります。 

＜ 金融商品に関する注記 ＞ 

１． 金融商品の状況に関する事項 

（１） 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については安全性の高い金融資産で行っており、また資金調達につい

ては必要な資金は自己資金で充当しております。

（２） 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、

主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理する

とともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

長期性預金には、期限前解約特約付預金（コーラブル預金）が含まれておりますが、満期

日において元本金額が全額支払われるため安全性は高いものであります。

投資有価証券は、満期保有目的の債券であり、市場価格の変動リスク及び信用リスクに晒

されております。これらのリスクに関しては社内規程等に従い、格付の高い債券のみを対象

とし、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握することでリスクの軽減を図っております。

営業債務である未払金は、そのほとんどが2月以内の支払期日であります。

ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的と

したものであります。
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（３） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

２． 金融商品の時価等に関する事項 

2025年12月31日における主な金融商品に係る貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

については、次のとおりであります。なお、現金は注記を省略しており、預金、「売掛金」、

「未収入金」及び「未払金」は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するもので

あることから、注記を省略しております。 

  （単位：円） 

貸借対照表計上額 時価 差額 

(１) 投資有価証券 1,569,421,527 1,520,661,000 △48,760,527

(２) 長期性預金 3,600,000,000 3,599,716,738 △283,262

資産計 5,169,421,527 5,120,377,738 △49,043,789

(１) リース債務 245,281,869 243,319,516 △1,962,353

負債計 245,281,869 243,319,516 △1,962,353

（注1）金融商品の時価の算定方法 

資産 

(１) 投資有価証券

国債及び社債は相場価格を用いて評価しております。

(２) 長期性預金

長期性預金の時価は、元利金の合計額を同様の新規預金を行った場合の想定利率で割り

引いた現在価値と取引金融機関から提示された内包されるデリバティブの時価評価により算

定しております。

負債 

(１) リース債務

リース債務の時価は、元利金の合計額を同様の新規リース取引を行った場合の想定利率で

割り引いた現在価値により算定しております。

（注2）有価証券に関する事項 

(１) 投資有価証券

保有目的ごとの有価証券に関する注記事項は以下のとおりであります。

満期保有目的の債券における種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、

次のとおりであります。

（単位：円） 

種類 
貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

時価が貸借対照表 

計上額を超えないもの 

(1)国債 784,798,324 765,128,000 △19,670,324

(2)社債 784,623,203 755,533,000 △29,090,203

合計 1,569,421,527 1,520,661,000 △48,760,527
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（注3）市場価格のない株式等は次のとおりであり、「投資有価証券」には含めておりません。 

（単位：円） 

区分 貸借対照表計上額 

関係会社株式（※1） 10,000,000 

（※1）関係会社株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計 

基準適用指針第19号 2024年９月13日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりま 

せん。 

（注4）金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額 

（単位：円） 

1年以内 
1年超 

5年以内 

5年超 

10年以内 
10年超 

現金及び預金 1,882,994,536 － － － 

売掛金 561,759,949 － － － 

未収入金 2,753,985 － － － 

投資有価証券 

満期保有目的の 

債券 
－ 1,500,000,000 100,000,000 － 

長期性預金 － 3,600,000,000 － － 

合計 2,447,508,470 5,100,000,000 100,000,000 － 

（注5）リース債務の決算日後の返済予定額 

（単位：円） 

1年以内 
1年超 

2年以内 

2年超 

3年以内 

3年超 

4年以内 

4年超 

5年以内 
5年超 

リース債務 98,202,215 77,209,993 47,537,392 20,226,689 2,105,580 － 

合計 98,202,215 77,209,993 47,537,392 20,226,689 2,105,580 － 

＜ １株当たり情報に関する注記 ＞ 

１株当たりの純資産 1,239,944 円 69 銭 

１株当たりの当期純利益    121,231 円 90 銭 

＜ 重要な後発事象に関する注記 ＞ 

該当事項はありません。 
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＜ 資産除去債務に関する注記 ＞ 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

(1) 当該資産除去債務の概要
当社の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務であります。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を取得時から 23 年～24 年と見積り、割引率は 1.007％～1.946％を使用して資
産除去債務の金額を計算しております。

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

内訳 金額 

期首残高 69,776,500円 

時の経過による調整額 1,130,987円 

期末残高 70,907,487円 

＜ 収益認識に関する注記 ＞ 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

重要な会計方針に係る事項に関する注記「収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載し

ているため、記載を省略しております。 
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